
て， 「企業の進出を選択的に受け入れながらも，市民運動を背景に自治のイニシアティブでも

って事前に公害対策を講ずる横浜のやり方」 （同368ぺー ジ）といい， 「選択的受け入れJとい

う点に関連して， 「横浜方式というのは， 企業と自治体の共存だ，単なる共存関係なんだとい

う理解のされ方が，まえにのベた堕落という乙とにつながるわけであるが，一般にはそういう

理解の仕方が非常に強いことは残念である。ー・・そう いう立場から言うと，横浜方式というの

は，住民と企業との共存ではなくて，横浜方式によっても公害を規制できない企業については

立地を拒否する，否定するということが，ふくまれなければならない。横浜市は，いままでい

ろいろの企業と公害防止協定を結んで来たが，結んだという乙との内容だけが強調されて，立

地を拒否したという例がたくさんあることを，実は忘れられている。 したがって，企業の立場

を認め，住民の立場を認め， その真中をとるのが横浜方式の共存なのだという理解のされ方は

非常に残念である」（同， 396ページ〉と述べている。まさしく「横浜方式」 の限界は，鳴海氏

も率直に認めているように，公害の全面的排除ではなく ，部分的改良であり，体制内防止であ． るにすぎないければ，問題はひどく単純化されて しまう。 そうでは な く， 「横浜方式」の

． 

「初心」にたちかえって，その三原則， （1）科学的根拠をもった規制， （2）住民運動との共闘，（3)

住民に密着し，住民から支持される市政，を貫乙うとすること，その乙とのひとつひとつが，

ひどく難かしく ，言うは易く行なうは難い乙と。そのことのうちに「横浜方式」の 「限界」が

あることを指摘できるように思われる。あるひとつのアイデアあるいは試行が， その時にはい

かに卓越したものであったとしても，それは常に万能の策ではありえない。京浜工業地帯とい

う巨大な「怪物」と対決し，格闘 し，試行錯誤をく りかえしている「革新」自治体の苦悩の一

端に触れえた乙と。 ζれがあわただしい視察調査にもかかわらず確かな手ごたえをもって把鐙

しえた成果のうちのひとつで、あったと思えるのである。 く西岡幸泰〉

2. 「中堅製鉄所」室闘を見て

新日本製鉄株式会社室蘭製鉄所は，1909C明治42〕年創業して以来60余年の歴史をもっ製鉄

所である。われわれは，『産業構造変革』の共同研究の一環として，日本資本主義の戦後再編の

主軸をなした鉄鋼業の調査を計画し， 1971年新日鉄八幡 ・戸畑 ・大分製鉄所を，72年住友金属

鹿島製鉄所を視察したが，73年には室蘭製鉄所の調査を企画した。

71年の調査で知りえたことであるが，戦前来日本鉄鋼業の中核たる役割を果してきた八憾製

鉄所（八慨地区〉は，戦後，戸河II・君津等の新鋭製鉄所にその地位を譲り渡し，自ら は，一方，

それら新鋭製鉄所建設のための事引のー源泉として，あるいは基幹労働力供給の拠点と して機

能しながら，他方，旧設備のリ プレースを通じて新鋭製鉄所と比肩しうる地点まで脱皮するた

めに懸命に「合理化」を進めてきた。乙れに対し，八幡と同じく旧い歴史をもっ室蘭製鉄所は，

日鉄解体時には「富士製鉄の基幹工場」 （『室蘭製鉄所50年史』〉たる地位を占めたと言われる

が，その後の数次にわたる「設備合理化」を通じていかに再編成され，日本鉄鋼業においてい

かなる地位を占めるに至ったか，またそとにいかなる問題が！圧胎されてきたか3 をわれわれは

知りたいと思った。また，技術革新にともないわが国固有の構内社外工制度が整備拡充されて

きた乙とは，戦後鉄鋼業の労働力編成を特徴づける一重要点として，さきの八幡調査において

もわれわれの重視した点であったが，室聞において乙れがいかに行われているか，も関心事で
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あった。

調査は， 1973年 6月，大友福夫以下7名の所員によって行われた。 まず6月19日， われわれ

は，室蘭製鉄所の「設備合理化」にと もなう労働力再編と構内社外工について，北海道大学教

育学部の道又健次郎助教授のお話をうかがった。 （氏は，長年同製鉄所の調査を進めて来られ，

その成果は共同研究者とと もに， 『鉄鋼業の「合理化」 と企業内教育I一一M製鉄所および構

内社外企業の企業内教育展開過程についての実証的研究一一』1974年3月，北大教育学部産業

教育計画研究施設研究報告書11，として刊行されている。〉ついで‘6月20日，製鉄所に赴き，幹

部諸氏から製鉄所の沿革と概要について説明を受け， 関連資料を贈られ，主要工程の現場を見

せていただいた。上記の諸氏に謝意を表すとともに，乙の調査で、われわれが学んだことを以下

要約的に記しておこう。 （乙のと りまとめは，製鉄所から贈られた 資料，われわれのメモ，

『室蘭製鉄所50年史』，前記道又氏の研究報告書等によっている。 〉

(1) 沿革

室蘭製鉄所は1909C明治42）年，北海道炭砿汽船株式会社により50トン高炉一基の製銑工場

として設立された。当初噴火湾岸の砂鉄を用いたが，技術上 ・採算上難点があり，2カ月で操

業中止，砂鉄使用は以後行われなくなる。その後，北海道炭砿汽船が三井の支配下に入り，そ

の下で1913年に操業を再開した。その直後第一次大戦の好況を迎え，そのもとで高炉三基の増

設が行われ，1917年には北海道製鉄株式会社（三井合名 ・三井鉱山 ・北海道炭砿汽船の共同出

資〉 として独立するが， 戦後恐慌のなかで極度の経営不振に陥り， 1919年株式会社日本製鋼所

と合併， 1924年には三井鉱山 ・北海道炭砿汽船 ・日本製鋼所三社によって設立された輸西製鉄

組合の管理下に入り，1931年輪西製鉄株式会社として再発足する，という固まぐるしい経営組

織上の変遷を経た後，1934C昭和9）年いわゆる日鉄合同に参加，日本製鉄株式会社輪西製鉄

所となった。以上の経過は，基盤脆弱な戦前の民間鉄鋼業を象徴するもののように思われる。

日鉄のもとで，まず旧設備の改造 ・拡張がなされるが，1937年以降， 日鉄第三次拡張計画に

より，旧輪西町工場に接して，敷地 230万m2, 700トン高炉三基，150トン平炉五基，中小形

工場，線材工場を擁する銑鋼一貫工場が建設され，イ1j1町工場と呼ばれた。 （圧延の主要設備は

ドイツのデマーグおよびクノレップから購入。 中小形工場の作業開始は戦後。 〉戦時下の生産増

強により，銑鉄生産は1943年64万トン， 鋼塊は1944年24万 トンのピーグを画する。

第1表 戦後1950C昭和25）年，日鉄分割によ り富土製鉄株

輪西町地区

高炉 日産 350t

高炉 日産 225t 

仲町地区

2基

2基

高炉 日産 700t 3基

製鋼工場 年産 50万t

平炉 150t／回 5基

分塊工場 年産 60万t

中小形工場 年産 15万t

線材工場 年産 18万t

薄板工場 年産1.2万t

（『製鉄所50年史』による）

I 式会社輪西製鉄所と なり，翌年室蘭製鉄所と改称，

1970 C昭和45）年，八幡 ・富士の合併により新日本製

鉄株式会社室蘭製鉄所となった。 1950年，同製鉄所の

生産高は，銑鉄29万トン， 組鋼27万 トン。 ζれに対し

その後の生産高ピークは，銑鉄は1970年で371万トン

(2.8倍）， 組鋼は 1969年で407万トン（15.1倍〉であ

る。

(2）戦後の設備投資

富士製鉄として再出発した1950年4月時点で， 製鉄

所の主要設備は第l表の如 くであった。

1951年から日本鉄鋼業において第一次合理化計画が

進められるのであるが， との時期室聞における最大の
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第 立表

面 積

工場敷地面積 約 400万m2
社港宅面用地積その他面積 約約 500万m2

湾 100万m2

主要設備

建設年月日 能 力 {i1/f 考

控譲 I t号号焼焼結結機機
s. 36. 4. 2 

3’川S. 44. 6. 1 280 nf 9,500 t d 

ii IHコす
s. 15.11. 20 炉

73 
1,0 n lii ク 3コークス s. 17.12. 1 73 1,190 

ス 4コークス s. 40.12. 2 
数

80 1,300 
炉 5コークス s. 44. 7.10 100 1,890 

高
最cs.48.10予定）

生積げ内がi- (, 249m3) (3,000 i~f 改修中

第第 ~ 近 s.45. 7. 27 , 249m3 2,900 

炉
火 s.43. 8.20 , 249m3 2,800 

第4 入 S.44. 7. 3 , 92lm3 5,100 t/d ソ連式超高圧方式採用

転炉 ｜｜ 第第 ~製製鋼鋼工工場場 s. 41. 1.' 7 50 t転転炉1基 ・60 t転炉1基
s. 42. 3.14 110 t 炉2基 ・120t転炉1基 380千t/m

s. 47. 3. 1 
13千卯 ｜ 日立醐 1号
35千 t/m

s. 18. 2. 8 120千千 t~m I フツレーム
圧 s. 35. 2. 6 238 t m スラブ

s. 21. 0. 10 21千卯 IiL 棒
H形鋼工場 s. 42.1. 1 35千 t/m

s. 17. 9.28 ~~千千~~： I パーインコイノレs. 44. 9. 1 

延 連続熱延工場 s. 32. 9.28 92千 t/m

冷延工場 S. 40.10. 9 5千卯 ｜

（製鉄所資料による）． 事業は輪西町地区の解体であって，一部の設備を除 く同地区の主要設備はすべて撤去 ・屑化さ

れ，仲町地区への生産集中の体制がつくられた。仲町工場における設備投資は既存設備の改修

を主とするものであった。

輪西町地区老朽設備のスクラップイ七が1956年に一応完了したのち，本格的な設備拡張が第二

次合理化計画によって進められた。室蘭におけるとの時期の投資の中心は，年産60万トンのホ

yトストリップ工場の新設 (1957年操業開始〉で，乙れによって，従来製銑 ・製鋼に比して圧

延の能力不足， しかも鋼材は中小形 ・線材の二品種に限定されるという同製鉄所のアンバラン

スな体制が是正され，飛躍をもたらすきめ手となった。これとと もに， 冷延設備（レパーシン

グミノレ ・ゼンジミアミノレ〉新設，第一 ・第二高炉改修等が行われた。

1960年以降の第三次合理化では，まず製銑 ・製鋼部門の増強が図られている。すなわち，61

年に日産1700トンの第四高炉が火入れされ，その後あいついで、四基の高炉の改修 ・炉容拡大が

なされるとともに，原料事前処理施設の改善，高炉の高圧操業，重油やターノレの吹込み等によっ
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第 3 表

（職主医務務員職職）・ 社員合計 。市 考 酬明

93 5 102 899 1,001 

40 1,292 4,978 6,270 作休戦業務前戦員中 1,172 

44 3,495 9,917 13,412 中ピーク

45 2,118 4,522 6,640 

50 1,374 6,153 7,717 

53 1,358 6,152 7,661 1. 200 16.3 

55 1,304 6,014 7,476 1,899 24.0 

56 1,284 6,501 7,935 2,788 30.0 

57 1,304 6,484 7,917 3,533 35.2 

58 1,322 6,818 8,140 2,608 27. 7 

59 1,397 6,740 8,137 3,525 34.3 ． 
60 1,500 7,357 8,857 6,902 48.4 

61 1,657 8,057 9,714 7,932 49.6 

62 1,791 8,044 9,835 戦後ピーク 6,538 44.8 
63 1,828 7,816 9,644 4,837 38.2 

64 1,693 7,658 9,351 4,727 38.1 

65 1,625 7,517 9,142 5,161 40. 7 

66 1,611 7,294 8,905 4,788 39.6 
67 1,598 6,876 8,474 6,161 47.2 

68 1,852 6,438 8,290 7,082 52.3 

69 1,828 6,245 8,073 8,104 56.5 
70 1,543 6,593 8,136 7,823 54.2 
71 l, 771 6,009 7,780 7,800 56.4 
72 1,646 5,784 7,394 6,964 54. 7 
73 1,622 5,485 7,107 他に臨時員 171 6,311 53.5 

（道叉氏他前掲書および製鉄所資料による）

て，製銑能力の飛躍的向上がもたらされた。製鋼部門では，60年に200トンの第六平炉が操業を

開始したが，その後平炉の転炉化が進められた。 岬 70トン転炉が二基設置され，W と並行ーし ． 
て稼動させられるが，67年に110トン転炉一基が新設され，三基装備二基操業の体制が確立され

るにと もない平炉工場は閉鎖された。また高級鋼用として小型転炉が二基，64年と67年に設置

された。乙うした製銑 ・製鋼部門の増強は以下の諸工程の「合理化」を促すとととなった。 65・

72年にはそれぞれ連続鋳造設備が設置され， 65年には冷間圧延設備， 67年にはH形鋼圧延設備，

69年には線材（パーインコイノレ〉圧延設備が新設されている。同時に， 60年代後半から生産工

程管理にコ ンピューターが導入されている。また，港湾施設等間接部門の「合理化」も著しく

進められた。乙うして，1960年には粗鋼年産100万 トンから 2年後には200万 トンへ， そして69

年には 400万 トンの体制へと急上昇を遂げてきたのである。

1973年 6月現在における工場等の面積および主要設備は第2表の通りである。

(3) 労働者とその状態

従業員〈社員〉数は，日鉄合併直後の1935年以降の推移を辿ると第3表の通りである。生産
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が急上昇しているにも拘らず， 1962年を ピークと して従業員数が減少しているのは，「合理化J
の要として要員削減が強く推進されたためである。 とれは，設備「合理化」 ・作業方法の「合

理化」 ・食事交替要員の削減 ・作業の下請外注化等を通じて進められたものであって，特に68

年の「新作業体制Jへの移行，70年の四直三交替制への移行などでは，合わせて900名をこえ

る要員が削減されたと言われる。また，70年から「プロジェ クト500」と呼ばれる運動が全所的に

展開されているが， 乙れは，従業員 1人当りの年間粗鋼生産量が， 69年に，鋼管福山で476トン，

八幡堺で466トン，川鉄水島で381トン…ーと あるなかで室蘭は 330トンであったが，これを

500トンまで引きあげる ζ と， そのために数年間で社員を2,000人，協力会社従業員を 1,000人減

らそうという運動である。乙うした要員削減は，とくに60年代後半から強く 進められてきたが，

そのなかで，名古屋・ 君津 ・大分等の製鉄所へ合計l,000名を越す従業員が配置転換されたと言

われる。また，乙 うした要員削減とも関連するが，60年代後半から，従業員 の聞で「自主管

理活動」が活発に展開され，殆ど全労働者を組織する多数のQCサークノレが結成され，生産性． 向上 ・人間関係 ・安全等にかんするテーマを取りあげている。

． 

73年現在，技術職社員5,485名のう ち約4,000名が四直三交替制のもとに置かれており，した

がって夜間人口は約l,000名である。

現在，従業員の平均年令は36・6歳，勤続は平均16年。 これらは，八幡 ・釜石 ・室蘭等の古い

製鉄所では高く ，新設の製鉄所では低い。平均給与は，過勤務込みで112,000円。 年間200～300

名が年満退職し，退職金の平均は527万円である。作業長は現在258名。 ζれは労働者数と比較

すると，1人の作業長が平均20人を指障する計算と なる。

(4) 下請社外企業と社外工

1973年現在，下詰社外企業（新日鉄室蘭協ノ］会加盟会社〕は60社に及ぶ。その内訳は，工事

請負37社 （機械設備14社，土木建築9社， ベル トその他の工事8社， 電気計測6社〉 ，作業請

負23社（運輸9社，金属加l工2社，原料処理4社，附帯作業8社〕である。乙のう ち，日本通運

"'11>雨時科による｝
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第 4 表 第 5 表

年度11：書鋼l霊聖書鋼｜ 比 率 ｜世界新記録｜達成年月

1950 530万t 27万t 5.1% 第2高炉コークス比 362kg/t 1971. 4 

55 970 57 5.9 第4高炉燃料比 443kg/ t 1972. 4 

60 2,316 135 5.8 

65 4,130 241 5.8 

66 5,190 273 5.3 

第数2製鋼工場出鋼回 2, 762ch/m 1970. 4 

条率鋼工場ミスローノレ 0.009% 1972. 6 

67 6,378 329 5.2 H形鋼 ミス ローノレ率 0.007% 1972. 6 
68 6,899 317 4.6 

69 8,703 407 4. 7 
第ャー2連ジ鋳数工場逮鋳チ 57ch 1972. 8 

70 9,24 397 4.3 第2連鋳工場日産量 2, 303t/d 1972. 8 

71 8,844 344 3.9 （製鉄所資料による）
72 10,294 366 3.6 

（製鉄所資料による）

・目立製作 ・大成建設等少数の独占企業を除けば，大部分は新日鉄に依存し， その系列下に入

っている企業であるが，それはさらに太平工業 ・吉川工業 ・産業振興 ・鉄原等の全国的規模の

請負業者数社とその他の地元室蘭の請負業者とに分れる。 73年の作業請負の状況は前ページの

図の如くである。

社外工の数（作業請負と工事前負との合計〉およびその比率は，前掲第3表の通りである。

1973年の社外工6,311名の内訳は，工事部門2,420名，作業部門3,891名である。作業請負の社

外工のうち約2,700名が三直三交替制のもとに置かれており，夜間の社外工は約900名である。

社外工の平均年令は36歳，勤続は平均5.6年。平均年令は本工と同程度であるが，勤続年数が

著しく短く， 多くが極めて流動的であることをう かがわせる。

第 3表から，社外工の比重は，1950年代後半の35%前後から60年以降40%台へ， ついで68年

以降50%以上へ，と増大してきた乙とがわかる。一般に社外工の賃金（ 1時間当り〉は，所定

時間内で本工の5～6割前後，所定時間外で本工の3～4割前後と言われる。こうした低賃金

の社外工利用，彼らへの作業移管 ・外注は，当初は荷役 ・修理 ・原料処理 ・梱包 ・運輸等の間

接的作業から始ま り，次第に直接的生産工程にまで及び， 今では社外工が生産ラインに組み乙

． 

まれるという所まで来ている。室蘭では，とりわけ第二線材工場において下請化率67%に達す ．． 
ると言われ，中心的な圧延工程やコンピュータ一端末器操作 ・抜取検査等を本工が担当するほ ー
かは，材料精整や成品精整工程は圧倒的に社外工で占められている。

(5) 生産 ・原料購入 ・成品出荷

組鋼（熔鋼〉生産高の推移は第4表の如くである。 50年代から60年代への急上昇と70年代の停

滞とが対照的である。 1972年度，新日鉄の 9製鉄所の粗鋼生産高を比較すれば，八幡の 776万

トンを筆頭に，以下君津766万ト ン，名古屋517万 トン，広畑380万トン， 堺373万トンと続き，

室蘭は366万トンで6位， 新日鉄社内比は10.3%, そのあと大分224万トン， 釜石123万トン，

光12万ト γとなる。

他方，室蘭製鉄所は技術的には優れた成果をあげており，最近の操業上の新記録は第5表に見

る如く である。 乙う した技術力により製品の平均単価は低く ，製鉄所と しての損益分岐点は低

く，不況耐久力は強いと言われる。 したがって，遠隔地で原料 ・製品の運賃コストはかかって
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も，なお収益率は高く，新鋭盟鉄所に負けないと，その競争力を誇っている。しかし， 70年代

に入ってからの生産停滞はやはり大きなマイナス要因に違いな く，第5表に見られるような技

術的達成もこの不況圧力のもとで収益率低下をくいとめるための懸命の努力の結果と考えられ

る。

室蘭で使用する原料のうち，鉄鉱石購入は1972年度485万トンであるが，すべて輸入であり，

その41%はオーストラリア，21%はブラジJレ， 12%はアフリカ， 11%はインドからである。石

炭購入は周年度261万トンであるが， うち49%は圏内炭 （道内炭〉である。使用石炭の半分を

圏内炭でという のは方針としてとられているのであるが，コスト高で採算上ハンディキャ ップ

となっている。輸入炭の62%はソ連，37%はアメ リカ〈強粘結炭〕からであるο 重油使用高は

周年度月平均25,000トンを越え，うち 6割は高炉用である。室蘭では全国に先がけて低硫黄の

ミナス重油を使用している。

成品出荷高は， 72年度335万トン， うち80%は国内向け，残りは輸出である。輸出69万トン． はおおむね外国の圧延メーカー向けの大口のもので，うち慨はアメ リカ向け（線材・ H形鋼

等） , 32%は欧州向け（半製品等）である。

． 

× × × 

今回の調査は極めて簡単なもので，乙乙から何らか重要な結論をひき出すととはできない。

ただ，工場の現場を歩いた際に見た一つの光景を述べておとう。それは第二製鋼工場であった。

転炉から出た熔鋼をインゴットケースに注いだあと，取鍋が頭をもち上げながら転炉の方へ戻

って行くのであるが，それを同時に行うので，天井クレーンに吊るされて移動する取鍋の口か

ら，’僅かに残った熔鋼が床にタラタラたれて行くのである。こうした取鍋が2箇あるいは 3箇，

かなり混みあっている （と感じられる〉作業場を縦横に走り，その傍らでは床面で・労働者が取

鍋の修理に励み，あるいはそれぞれの仕事に応じて動きまわっている。それは，慣れない者の

眼には，いまにも事故が起りそうなおそれを感じさせるものであった。限られた面積を最大限

有効に使い，おそらく分きざみで組まれているのであろう桐密なスケジューJレを乙なすために，

精一杯の機敏な動きが要求されているのであろう。各自の作業に従事している労働者は，それ

ぞれその能力をフルに発揮しながら，同時に周囲の状況にも目を配り，安全保持に細心の注意、

を払わなければならない。慣れがそれを可能にするとはいえ，労働者はたえず限度一杯の， 余

裕のない緊張状態を余儀なくされることになるであろう。前述の設備「合理化」と人減らしの

もとで労働条件がどうなって行くか，について考えさせられたものである。

今回われわれは労働組合の問題に立ち入ることはできなかった。しかし，あわただしい今回

の調査によっても，「品質 ・技術力 ・生産性を誇る中堅製鉄所」とうたわれるここ室蘭において

も，それが新鋭製鉄所と肩を並べようと努めれば努めるほど，資本と労働との閣の緊張をもた

らす要因を積み重ねざるをえないという乙とを感じさせられた。下請社外工の状況はさらに深

刻であろう。室蘭では，社外工の組合（新日鉄室蘭関連労働組合協議会〉は本工組合（新日鉄

室関労組〉とやや異った自主的路線を追究しているとも聞いている。乙れらの問題は，戦後鉄

鋼業の再編を全体的に把握するうえでぜひとも究明されなければならない事柄であるが，そう

した課題を痛感させられたという点に今回の調査の意味があったとすべきであろう。

（ニ瓶敏）
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